
 

平成３０年度 

 

東員町一般会計補正予算（第 3 号） 

東員町国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号） 

東員町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

東員町介護保険特別会計補正予算（第 2号） 

東員町下水道事業特別会計補正予算（第 1 号） 

 

【予算事業概要】 
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款 項 目

◎該当事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

支出見込

千円

千円

　 被災地派遣旅費支出済額内訳 円

＝

＝

千円 － 千円 ＝ 千円

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 総務課人事係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 1一般管理費

事業名
一般管理経費

事業費 122千円
(普通旅費)

補正予算
の概要

平成３０年７月豪雨による被災地（広島県熊野町）への応援職員派遣に伴う旅費の増額
補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

全般的な管理事務経費を一括計上し、経費の削減と事務の効率を図ります。

補正予算
の内容

普通旅費 122

三重県の被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱に基づき、支援団体と
なった広島県熊野町へ県職員と市町職員が一体的に派遣されました。
本町は、避難所運営の用務で、7/30～8/2、8/13～17、8/22～8/26の計3回（3人）
の派遣を行い、それに伴う旅費（鉄道賃、日当）の増額変更を行います。
災害救助法に基づく支援にかかる求償を行い、全額補填されます。

出張旅費支出見込額（当初予算計上額） 166

被災地派遣旅費支出額 122

差引

121,220

　　　（18,120円（運賃）＋12,020円（特急）＋ 8,800円（日当））×1人（前泊なし）

38,940円

　　　（18,120円（運賃）＋12,020円（特急）＋11,000円（日当））×2人（前泊あり）

特定財源
の内容

災害救助費負担金 122

82,280円

支出見込額 当初予算額

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

122

288 166 122

一般財源その他
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

西庁舎屋上横引樋修繕（台風被害）

　

－

千円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金

594

特定財源
の内容

2,500千円

2,088

5,182千円 2,682千円

238千円

当初予算額支出見込額

建物災害共済金　（補償割合　50/100） 594

(施設、整備修繕料)

庁舎施設等の適切な管理により、効果的な維持管理を図ります。

施設・整備修繕料 2,682千円

2総務費

37千円

庁舎ロビー等修繕（ミニギャラリー）、宿直室空
調修繕、西庁舎小型電気温水器取替修繕、城
山集会所便器取替修繕、西庁舎１階事務所照
明修繕ほか

事業の目的
及び効果

執行済

事業名
庁舎等施設維持管理経費

事業費 2,682千円

補正予算
の概要

年度当初から突発的な修繕が多く、台風の被害も重なり、また今後も対応を要する修繕
が見込まれるため、不足する修繕費用を計上するものです。

補正予算
の内容

予算事業概要書

一般会計 担当 総務課総務管財係

平成30年度補正予算 予算科目

1,598千円

1総務管理費 5財産管理費

差引

一般財源

ポンプ室修繕（台風被害）

庁舎施設維持管理修繕

2,809千円

地方債 その他

500千円

2,846千円

　 主な修繕内容

執行予定

西庁舎太陽光発電ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ修繕（台風被害）

2,336千円

＝
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

円 - 円 ＝ 円

予算事業概要書

一般会計 担当 建設課土木係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 11交通安全対策費

事業名
交通安全対策経費

事業費 1,798千円
(白線工事、一般消耗品)

補正予算
の概要

いなべ警察署による長深、南大社地内の交通規制「ゾーン３０」の導入に伴い、エリア内に
流入する車両を抑制する対策工事費の補正です。

一般財源

事業の目的
及び効果

交通状況、道路環境に応じ、ガードレール、転落防止柵、カーブミラー等を設置するなど、
安全に通行できる道路環境整備をすすめ、交通事故の発生を防止します。

補正予算
の内容

白線工事 1,700

一般消耗品 98

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

ゾーン３０関連整備工事費　　　　　　　　　　1,700,000円

　三和小学校周辺では大型ショッピングモールの開業、東員インターの開通
等により、生活道路の交通量が増加し、交通事故も増加しています。
　これまでも交通安全に対する啓発活動等を実施してきましたが減少には
至っていません。
　周辺は小学生の通学路にもなっていることから、児童の安全を確保するた
め「ゾーン３０」規制を行います。
　また、強制的に減速させるためのラバーポール等を設置し、通行車両の速
度抑制や通り抜けを防止することにより交通事故を防止します。

1,798

特定財源
の内容

ゾーン３０関連消耗品　　　　　　　　　          　98,000円

1,798,000

支出見込 当初予算 差引

4,298,000 2,500,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

今後見込まれるバス修繕費用

車両番号

あ　17-01 ベルトプーリ交換 円

あ　17-02 ATトランスミッション 円

補助ステップ 円

あ　17-03 ABS 円

円

車両番号 　走行距離　(H30.10.22現在)　

あ　17-01 ｋｍ

あ　17-02 ｋｍ

あ　17-03 ｋｍ

経過年数 14年目　3台とも平成17年3月に購入

予算事業概要書

一般会計 担当 政策課政策係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 12公共交通対策費

事業名
コミュニティバス事業費

事業費 1,970千円
(修繕料)

補正予算
の概要

今後、修繕の必要が見込まれるオレンジバスの修繕料を補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

高齢者や通学生等の移動制約者に対する日常生活の移動手段を確保するため、より便
利で、利用しやすいコミュニティバスを運行します。

補正予算
の内容

修繕料 1,970

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

差引

1,970

特定財源
の内容

一般財源

　3,557,000円 　－ 　1,587,000円　 ＝　 　1,970,000円

1,970,000計

200,000

修繕内容

今後見込まれるバス修繕費用を計上するものです。なお、当初予算の修繕料は

全額支出済みです。

支出見込 当初予算

金額

924,312

940,312

830,018

270,000

1,100,000

400,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

事業の目的
及び効果

税務課賦課事務に係る経費を計上し、事務の効率化を図ります。
なお、繁忙期においての人員不足を補うため、臨時職員を雇用し、事務を円滑に行いま
す。

予算事業概要書

一般会計 担当 税務課課税係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 2徴税費

事業名
税務経費

事業費 281千円
(臨時職員賃金)

1税務総務費

補正予算
の概要

毎年実施される税制改正等により煩雑化する賦課事務及び確定申告の繁忙期の対応の
ため、臨時職員の任用する経費の増額と賃金の単価改正により不足する額及び支出見
込に合わせて精査する補正予算の計上です。

補正予算
の内容

臨時職員賃金 281

　賦課事務の繁忙期及び確定申告時期の対応のための臨時職員を任用す
る経費の増額と賃金の単価改正による不足分及び支出見込に合わせて精査
するものです。

支出見込 当初予算 差引

1,416,656 1,136,000 280,656

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

一般財源

281
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円

　総務省では、平成３１年１０月から全国の地方公共団体を対象とした地方税
共通納税システムの稼動を予定しており、電子申告を利用する事業所は、こ
のシステムを利用した納税が可能になります。
　共通納税システムの導入により、事業所にとっては、複数の地方公共団体
へ一括で納付することができ、各地方公共団体の収納代理金融機関以外か
らも納付ができるなど、収納手段が追加され、利便性が向上することになりま
す。
　このシステムの導入に伴い、必要となる既存の基幹系システムの改修費を
今補正に予算計上するものです。

地方税共通納税導入に伴うシステム改修費 2,041,200

国庫支出金 一般財源

2,042財
　
源

内訳
（単位：千円）

県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

補正予算
の概要

地方税共通納税システムの導入に伴い、必要となる既存システム等の改修にかかる費用
の補正予算計上しております。

事業の目的
及び効果

賦課徴収事務及び窓口業務の効率化を図り、法改正に適したシステム等改修を随時行う
ことで、税負担の公平・公正性を確保し、適正課税を行います。

補正予算
の内容

賦課徴収事務電算委託料 2,042

2賦課徴収費

事業名
賦課徴収事務電算経費

事業費 2,042千円
(賦課徴収事務電算委託料)

予算事業概要書

一般会計 担当 税務課課税係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 2徴税費
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共通納税システム導入による地方税の納税プロセスの変更 

（平成３１年１０月から施行） 

 
現状 

導入後 

事業所 

東員町 

Ａ市 

Ｂ町 

東員町 

Ａ市 

Ａ市 

地
方
税
共
同
機
構 

（
現 

地
方
税
電
子
化
協
議
会
） 

事業所 

地方公共団体が指定するそれぞ

れの金融機関の窓口等を通じて

納税 

事業所等のパソコンから、インタ

ーネットバンキング等で地方税

共同機構を通じて電子納税 

金融機関に出向く必要がなくな

り、一度の手続きで複数の地方公

共団体への納税が可能 
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

千円

旧姓併記にかかるシステム改修について、仕様の確定により当初予算
に計上された費用より経費が上回ったため、必要となる予算を計上す
るものです。

住基システム機器更新作業委託料

支出見込み 当初予算 差引

5,019,048 2,681,000 2,338,048

1,899

特定財源
の内容

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 440

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

440

事業の目的
及び効果

戸籍法、住民基本台帳、関係法令に基づき、戸籍、住民基本台帳等に関する届出の受
付・公簿記載、証明書交付を的確かつ迅速な処理を図ります。

補正予算
の内容

住基システム機器更新作業委託料 2,339

事業名
戸籍住民基本台帳経費

事業費 2,339千円
(住基システム機器更新作業委託料)

補正予算
の概要

住民票やマイナンバーカード等へ、現在の氏に加えて旧氏を併記するためのシステム改
修にかかる補正予算計上です。

予算事業概要書

一般会計 担当 町民課戸籍住基係

平成30年度補正予算 予算科目 2総務費 3戸籍住民基本台帳費 1戸籍住民基本台帳費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

千円

一般財源

259

平成３１年から開始予定の年金生活者支援給付金に係る事務について、システム
の機能改修を行うものです。

258,120円 0円 258,120円

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

国民年金事務委託金（国庫支出金） 259

事業の目的
及び効果

年金生活者支援給付金に係るシステム改修を行うことにより、給付金事務の効率化を図
ります。

補正予算
の内容

電算委託料 259

事業名
国民年金経費

事業費 259千円
(電算委託料)

補正予算
の概要

年金生活者支援給付金システム改修の増額補正です。

予算事業概要書

一般会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

平成２９年度手話通訳者等派遣事業（東員町分）

円 － 円 ＝ 円

障害福祉事業負担金

円 － 円 ＝ 円212,758 0 212,758

一般財源

確定額 支出済額 精算額

1,439,188 1,226,430 212,758

支出見込 当初予算 差引

213

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう
支援を図ります。

補正予算
の内容

障害福祉事業負担金 213

いなべ市と共同で実施している手話通訳者等派遣事業の平成２９年度事業
費が確定したことにより、平成２９年度に支出した不足分を負担するため、増
額補正するものです。

事業名
障害福祉事業

事業費 213千円
(障害福祉事業負担金)

補正予算
の概要

いなべ市と共同で実施している手話通訳者等派遣事業の平成２９年度事業費が確定した
ことにより、前年度の不足分を負担するため、補正予算計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

（H29受入額）  　（H29実績額） 　　（受入超過額）

－ ＝

（H29受入額）  　（H29実績額） 　　（受入超過額）

－ ＝

（H29受入額）  　（H29実績額） 　　（受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計） （Ｈ30当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

728,194円 1,409円

県負担金（低所得者保険料軽減負担金）返還金

364,801円 364,097円 704円

平成２９年度に概算受入した国庫負担金（低所得者保険料軽減負担金）、県
補助金（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助金）等について、事業完
了に伴う補助額等の確定により、受入超過額を平成３０年度に国庫等に返還
する経費です。

県補助金（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助金）返還金

148,000円 0円 148,000円

150,113円 10,000円 140,113円

国庫負担金（低所得者保険料軽減負担金）返還金

729,603円

予算事業概要書

一般会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

予算科目 3民生費 1社会福祉費 2高齢者福祉費平成30年度補正予算

事業名
高齢者福祉事業

事業費 141千円
(負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度国庫負担金等の精算により、国庫負担金等を返還するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

高齢者福祉事業を提供することにより、高齢になり介護が必要になってもすべての町民が
安心して在宅で暮らせる町を目指します。

補正予算
の内容

負担金等返還金 141

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

141

特定財源
の内容

11



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

施設等修繕料

円 － 円 ＝ 円

千円

【被害状況】

一般財源

378 378財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

建物災害共済金（補償割合　50/100） 378

平成３０年９月４日（火）に上陸した台風２１号により、ふれあいセンター屋根
の軒天等が破損する被害が発生したため、修繕に係る費用を増額補正する
ものです。
なお、修繕費用の５０/１００については、建物災害共済により補償されます。

支出見込 当初予算 差引

1,256,000 500,000 756,000

補正予算
の概要

台風２１号により、ふれあいセンター屋根の軒天等が破損する被害が発生したため、修繕
に係る費用を補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

ふれあいセンターを安全に利用できるよう施設の管理運用を図ります。

補正予算
の内容

施設等修繕料 756

3社会福祉施設費

事業名
ふれあいセンター経費

事業費 756千円
(施設等修繕料)

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

千円

度重なる台風の通過により学童保育所等（バンブーキッズ東及び旧三和学童
保育所）の屋根の一部が損傷したため、その修繕費用を増額補正するもので
す。

【被害状況】

131

一般財源

131

その他

132

(施設修繕料)

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

バンブーキッズ東屋根修繕

建物災害共済金（補償割合　50/100）

2児童福祉費

事業の目的
及び効果

少子化が一段と進む中、子育てしやすい環境整備が重要な行政ニーズとして求められて
います。放課後に留守家庭となる児童に対して適切な遊びや生活の場を与える学童保育
所の設置、運営をすることで児童の健全育成を推進します。

補正予算
の内容

施設修繕料 263千円

事業名
放課後児童対策事業

事業費

1児童福祉総務費

補正予算
の概要

度重なる台風の通過により損傷を受けた学童保育所の屋根を修繕するための経費を補
正予算に計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費

165千円

旧三和学童保育所屋根修繕 98千円

バンブーキッズ東 旧三和学童保育所

263千円

13



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

－ ＝

－ ＝

受入超過額 当初予算額 補正額

1,461,000円 10,000円 1,451,000円

（地域子ども・子育て支援事業費補助金）

H29受入額 H29実績額 受入超過額

15,490,000円 14,029,000円 1,461,000円

受入超過額 当初予算額 補正額

1,461,000円 10,000円 1,451,000円

放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、
子育て援助活動支援事業実施にあたり、平成２９年度に交付を受けた子ど
も・子育て支援交付金（国）と地域子ども・子育て支援事業費補助金（県）の精
算に伴う返還金です。

（子ども・子育て支援交付金）

H29受入額 H29実績額 受入超過額

15,490,000円 14,029,000円 1,461,000円

2,902

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

子ども・子育て支援事業に要する経費の交付を受けることにより、子ども・子育て支援の
着実な推進を図ることができます。

補正予算
の内容

子ども・子育て支援交付金返還金 1,451千円

地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金 1,451千円

事業名
子ども支援事業

事業費 2,902千円
(子ども・子育て支援交付金返還金、地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度に交付を受けた子ども・子育て支援交付金(国）、地域子ども・子育て支援事
業費補助金（県）の精算に伴う返還金の増額補正です。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 1児童福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝ 　43,333円

国庫返還額 当初予算額 補正額

県支出金 地方債 その他 一般財源

53,333円 10,000円

平成２９年度の現況届で「特例給付」と審査された受給者の一部が、年度途
中の所得更正により「児童手当」に変更となったことから、国庫負担金の精算
により「特例給付分」を返還するものです。

44

5,896,666円 5,843,333円 　　53,333円

国庫支出金

財
　
源

内訳
（単位：千円）

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

児童手当法により児童を養育しているものに児童手当を支給し、家庭における生活の安
定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資するこ
とを目的としています。

補正予算
の内容

交付金返還金 44千円

交付決定額 交付金所要額 国庫返還額

事業名
児童手当費

事業費 44千円
(交付金返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度の児童手当について、受給者の一部が所得の更正により「特例給付」から
「児童手当」に変更となったことによる、国庫負担金の精算に伴う返還金を補正予算に計
上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 2児童措置費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

千円

◎経費の内容

需用費/光熱水費/電気代

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

千円

　　内訳

千円

千円

98 千円

千円

　　 千円

297 千円

168 千円

千円

　　

一般財源

198 1,621

建物災害共済金（補償割合　50/100）

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

198

事業の目的
及び効果

保育園施設、設備の充実を図るとともに、安全で安心な園づくりを推進します。

補正予算
の内容

電気代 300

ガス代 150

施設修繕料 1,369

支出見込額

事業名
保育園維持管理経費

事業費 1,819千円
(電気代、ガス代、施設修繕料)

補正予算
の概要

猛暑により、電気使用量とガス使用量が増加したことや空調機器の故障及び、台風２１号
による施設等の修繕が発生したことにより増額補正を行います。

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算 予算科目 3民生費 2保育園費 4保育園管理費

当初予算額 差引

6,841,000 6,541,000 300,000

需用費/光熱水費/ガス代

支出見込額 当初予算額 差引

1,787,000 1,637,000 150,000

需用費/修繕料/施設修繕料

支出見込額 当初予算額 差引

2,406,000 1,037,000 1,369,000

　執行済額 1,641

765

各園修繕料 （50,000円×6園）

みなみ保育園屋根（台風被害）　　　　594,000円×1/2

消防設備修繕　（東員・いなべ）　　　　334,800円×1/2

しろやま保育園瓦修繕（台風被害）　　194,400円×1/2

・施設修繕料支出見込 2,406

300

1,543

　執行予定

都市ガス警報機取替・保育室空調機修繕　等
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

予算事業概要書

一般会計 担当 健康づくり課

平成30年度補正予算 予算科目 4衛生費 1保健衛生費

事業名
健康づくり推進事業費

事業費 126千円
(印刷製本費)

※三重県とこわか健康マイレージ事業が７月から開始されたことにあわせて、
本町におきましても前倒しして事業を開始するために補正予算を計上するも
のです。
なお、今年度中に県内の全市町が参加予定です。

三重県とこわか健康マイレージ事業の開始に伴い、パンフレット、ポイントカードを印刷す
るものです。

3健康推進費

補正予算
の概要

事業の目的
及び効果

住民が、健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解を深め、生涯にわたって、自らの
健康状態を自覚するとともに、健康の増進に努めることを目的として事業を実施していま
す。

補正予算
の内容

印刷製本費 126

126財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

一般財源

パンフレット・ポイントカード印刷代 1,000枚×2種類×58円×消費税＝125,280円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

1 7

なし

7,350円

千円

自己負担額

報償費（１回当たり）

～H29 H30～

500円

6,850円

支出見込 当初予算 差引

（産後ケア事業の内容変更に伴い、利用者、回数が増加しています。）

母子教室等報償
費（産後ケア（乳
房ケア）事業費）

利用可能回数

731,100円 367,500円 363,600円

予算事業概要書

一般会計 担当 健康づくり課

平成30年度補正予算 予算科目 4衛生費 1保健衛生費 3健康推進費

事業名
母子保健事業費

事業費 364千円
(母子教室等報償費)

補正予算
の概要

当初見込を上回る産後ケア（乳房ケア）事業費の増加による補正予算計上です。

一般財源

181

事業の目的
及び効果

本町で、出産、育児をされるすべての母性と乳幼児が、健やかに育つことを目的として事
業を実施しています。

補正予算
の内容

母子教室等報償費 364

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

183

特定財源
の内容

母子保健総合支援事業国庫補助金 181
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

●普通旅費

中野区視察（職員3名）

　東員 ～ 西桑名（三岐鉄道） 310 円 × 2 × 3人 ＝ 円

6,480 円 × 1 × 3人 ＝ 円

　特急指定席（ＪＲ） 4,830 円 × 1 × 3人 ＝ 円

550 円 × 1 × 3人 ＝ 円

7,020 円 × 1 × 3人 ＝ 円

　特急指定席（ＪＲ） 4,830 円 × 1 × 3人 ＝ 円

　日当 2,200 円 × 2 × 3人 ＝ 円

10,900 円 × 1 × 3人 ＝ 円

円

14,490

13,200

19,440

14,490

　桑名 ～ 中野

　中野 ～ 大宮 1,650

　大宮～桑名 21,060

一般財源

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

119

118,890

事業の目的
及び効果

教育委員会の重点施策について調査・研究し、教育の更なる充実を図ります。

補正予算
の内容

　宿泊 32,700

事業名
教育委員会経費

事業費 119 千円
(普通旅費)

1,860

補正予算
の概要

普通旅費 119

東員第一中学校移転に向けた検討の中で東京都中野区立小中学校施設整備計画につ
いて視察研修を行います。

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算 予算科目 10教育費 1教育総務費 1教育委員会費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

内訳

　　主な修繕内容

千円

　　内訳

千円

千円

　消防設備修繕（小学校６校） 千円

需用費/修繕料/施設等修繕料

　三和小学校フェンス修繕（台風被害共済対象外）

神田小学校東倉庫給水管修繕、城山小学校音楽室
等エアコン修繕、都市ガス警報機取替修繕、給食用
小荷物専用昇降機修繕　など

4,814

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算 10教育費 2小学校費 1学校管理費

猛暑による空調機器の故障及び、台風２１号による施設等の修繕が発生したことにより増
額補正を行います。

施設等修繕料 1,431

予算科目

事業名
学校維持管理経費（小学校費）

事業費 1,431千円
(施設等修繕料)

補正予算
の概要

事業の目的
及び効果

施設設備等の点検及び維持管理を行い、安全で安心な学校運営を図ります。

補正予算
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

1,800

300

1,084

差引

7,998,000 6,567,000 1,431,000

1,431

その他 一般財源

　各校修繕料（300,000円×6校）

執行済額 4,814千円

執行予定 3,184千円

支出見込額 当初予算額
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 － 円 ＝ 円

内訳

　　主な修繕内容

千円

千円

千円

　　内訳

千円

千円

千円

千円

執行済額 3,472千円

執行予定 2,519千円

支出見込額 当初予算額 差引

5,991,000 2,938,000 3,053,000

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算

需用費/修繕料/施設等修繕料

予算科目 10教育費

事業名
学校維持管理経費（中学校費）

事業費 3,053千円
(施設等修繕料)

3中学校費 1学校管理費

補正予算
の概要

猛暑による空調機器の故障及び、台風２１号による施設等の修繕が発生したことにより増
額補正を行います。

事業の目的
及び効果

施設設備等の点検及び維持管理を行い、安全で安心な学校運営を図ります。

補正予算
の内容

施設等修繕料 3,053

　各校修繕料（250,000円×2校）

　東員第一中学校テニスコートフェンス修繕
　　　　　　　　　　　　　　　　（台風被害共済対象外）

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

63 2,990

63建物災害共済金（補償割合　50/100）

29

その他 一般財源

　消防設備修繕（中学校２校）

98東員第一中学校体育館軒天修繕（台風被害）

　　

500

東員第二中学校バリアフリー修繕、東員第二中学校
職員室エアコン修繕、都市ガス警報機取替修繕、体
育館水銀灯修繕　など

3,345

719

東員第二中学校玄関天井補修(台風被害)

1,300
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

千円

◎経費の内容

需用費/光熱水費/電気代

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

円 － 円 ＝ 円

千円

　　内訳

千円

千円

98 千円

千円

　　 千円

三和幼稚園屋根修繕（台風被害）　594,000円×1/2 千円

消防設備修繕　（三和・神田）　 　　334,800円×1/2 千円

千円

1,863

297

168

城山幼稚園瓦修繕（台風被害）　　194,400円×1/2

　執行予定 765

都市ガス警報機取替・保育室空調機修繕　等

各園修繕料 （50,000円×6園）

　執行済額

300

需用費/修繕料/施設修繕料

支出見込額 当初予算額 差引

支出見込額

1,765

当初予算額 差引

1,580,000 1,440,000 140,000

・修繕支出見込 2,628

2,628,000 1,647,000 981,000

当初予算額 差引

6,580,000 6,174,000 406,000

需用費/光熱水費/ガス代

予算事業概要書

一般会計 担当 教育総務課教育総務係

平成30年度補正予算 予算科目 10教育費 4幼稚園費 2幼稚園管理費

事業名
幼稚園維持管理経費

事業費 1,527千円
(電気代、ガス代、施設修繕料)

補正予算
の概要

猛暑により、電気使用量とガス使用量が増加したことや空調機器の故障及び、台風２１号
による施設等の修繕が発生したことにより増額補正を行います。

事業の目的
及び効果

幼稚園施設、設備の充実を図るとともに、安全で安心な園づくりを推進します。

補正予算
の内容

電気代 406

ガス代 140

施設修繕料 981

支出見込額

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

198

　　　

一般財源

198 1,329

建物災害共済金（補償割合　50/100）
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

予算事業概要書

一般会計 担当 社会教育課生涯学習係

平成30年度補正予算 予算科目 10教育費 5社会教育費 2文化振興費

事業名
総合文化センター維持管理経費

事業費 648千円
(防火設備検査委託料)

補正予算
の概要

平成28年6月1日に建築基準法が改正され、同法第12条第3項の規定に基づき、総合文化
センターが防火設備の定期検査報告の対象となり、初回の報告が平成31年（2019年）5月
31日までに必要なことから、上記検査を実施するために必要な経費を計上します。

事業の目的
及び効果

文化会館、公民館及び図書館の機能を果たす総合文化センターの適正な維持管理を行
い、施設の充実を図ります。

補正予算
の内容

防火設備検査委託料 648

防火設備の適切な維持保全状況を、専門的知識を有する有資格者が定期的
に検査し、特定行政庁である三重県に報告する必要があり、防火設備点検
調査業務を含む検査を実施するために必要な経費です。

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

648

特定財源
の内容
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

千円

一般財源

270財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

保険給付費等交付金（県支出金） 270

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

901,000円 631,000円 270,000円

事業の目的
及び効果

国民健康保険事業報告システムの機能改修を行うことにより、国民健康保険事務の
効率化を図ります。

補正予算
の内容

電算作業委託料 270

国民健康保険制度の改革（県一元化）に伴い国民健康保険事業報告システム
の機能改修を行うものです。
改修経費については、保険給付費等交付金（県支出金）を活用して実施しま
す。

事業名
一般管理経費

事業費 270千円
(電算作業委託料)

補正予算
の概要

国民健康保険制度の改革（県一元化）に伴う国民健康保険事業報告システムの改修
経費の増額補正です。

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 1総務費 1総務管理費 1一般管理費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

一般被保険者に係る過年度保険料の還付金です。

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

2,000,000円 1,500,000円 500,000円

500

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

所得更正や遡っての資格喪失により保険料が過誤納となります。発生した過誤納金
のうち、過年度において納めていただいた保険料について還付するものです。

補正予算
の内容

過年度保険料還付金及び還付加算金 500

事業名
一般被保険者保険料還付金

事業費 500千円
(過年度保険料還付金及び還付加算金)

補正予算
の概要

一般被保険者に係る過年度保険料還付金の支出見込みに伴う増額補正です。

予算事業概要書

国民健康保険特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 8諸支出金 1償還金及び還付加算金 1一般被保険者保険料還付金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

－ ＝

予算事業概要書

後期高齢者医療特別会計 担当 保険年金課

平成30年度補正予算 予算科目 3諸支出金 1償還金及び還付加算金 1保険料還付金

事業名
保険料還付金

事業費 200千円
(過年度保険料還付金及び還付加算金)

補正予算
の概要

被保険者に係る過年度保険料還付金の支出見込みに伴う増額補正です。

事業の目的
及び効果

所得更正により保険料が過誤納となり、発生した過誤納金のうち、過年度において納めて
いただいた保険料について還付するものです。

補正予算
の内容

過年度保険料還付金及び還付加算金 200

一般被保険者に係る過年度保険料の還付金です。

（支出見込額） （当初予算額） 　（今回補正額）

500,000円 300,000円 200,000円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

保険料還付金（諸収入） 200千円

一般財源

200
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

当初予算

１２月補正

項１介護給付費

- ＝ 円

- ＝ 円

- ＝ 円

項２介護予防サービス等給付費

- ＝ 円

- ＝ 円

- ＝ 円2,693,000円 3,693,000円 △ 1,000,000

　目１居宅介護サービス給付費

　目３施設介護サービス給付費

　目３介護予防住宅改修費

　目４介護予防サービス計画等給付費

2,158,000円 3,158,000円 △ 1,000,000

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

5,673,000円 3,673,000円 2,000,000

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

5,856,000円 4,856,000円 1,000,000

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

　目１介護予防サービス等給付費

（差引）

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

453,550,000円 423,550,000円 30,000,000

555,805,000円

（給付見込額）

586,805,000円

（当初予算額）

特定財源
の内容

その他 一般財源
財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

（給付見込額） （当初予算額） （差引）

　目５居宅介護住宅改修費

△ 31,000,000

事業の目的
及び効果

介護保険事業の安定的な運営を行います。

補正予算
の内容

保険給付費 0

居宅介護サービス給付費等の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行
うものです。

1,529,197,000円

0円

1,529,197,000円

事業名
保険給付費

事業費 0千円
(保険給付費)

補正予算
の概要

保険給付費の各サービス費の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成30年度補正予算 予算科目 2保険給付費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

国庫負担金（介護給付費負担金）返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

国庫補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

国庫補助金（介護保険事業費補助金（システム改修事業））返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

県補助金（介護給付費負担金）返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

県補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ30当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

9,642,081円 1,786,799円

192,117,000円 191,841,642円 275,358円

682,000円 661,000円 21,000円

11,428,880円

25,841

25,850,335円 10,000円 25,840,335円

20,608,705円

21,658,460円 18,499,987円 3,158,473円

一般財源

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金（地域支援事業交付金）、県補助金（介護
給付費負担金）、県補助金（地域支援事業交付金）の受入超過額を返還するものです。
（翌年度精算）

補正予算
の内容

国庫負担金等返還金 25,841

平成２９年度に概算受入した国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金
（地域支援事業交付金）及び県補助金（地域支援事業交付金）について、介
護保険特別会計の決算により国庫負担金等が確定したことに伴い、平成３０
年度において受入超過額を返還するために増額するものです。

268,056,657円 247,447,952円

事業名
国庫負担金等返還金

事業費 25,841千円
(国庫負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度介護保険特別会計の国庫負担金等の精算により、国庫負担金等を返還する
ものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成30年度補正予算 予算科目 6諸支出金 1償還金及び加算金 2償還金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

介護給付費精算返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

地域支援事業費精算返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

総務費精算返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

低所得者保険料軽減分返還金

（H29受入額） （H29実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ30当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

一般財源

55,952財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

38,820,000円 38,825,530円 -5,530円

55,961,668円 10,000円 55,951,668円

1,459,206円 1,456,389円 2,817円

222,256,000円 168,957,537円 53,298,463円

12,308,000円 9,642,082円 2,665,918円

事業の目的
及び効果

一般会計繰入金の受入超過額を返還するものです。（翌年度精算）

補正予算
の内容

一般会計精算返還金 55,952

平成２９年度に概算受入した一般会計繰入金について、介護保険特別会計
の決算により繰入金が確定したことに伴い、平成３０年度において受入超過
額を返還するために増額するものです。

事業名
一般会計繰出金

事業費 55,952千円
(一般会計精算返還金)

補正予算
の概要

平成２９年度介護保険特別会計の繰入金の精算により、一般会計繰入金を返還するもの
です。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成30年度補正予算 予算科目 6諸支出金 2繰出金 1一般会計繰出金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

消費税及び地方消費税

- ＝

支出済額

平成29年度分消費税及び地方消費税納税

（6月：3,503,600円、9月：3,420,800円）

支出見込額

平成30年度分消費税及び地方消費税納税

（12月：3,525,200円、3月：3,525,200円）

6,924,400円

7,050,400円

合計 13,974,800円

支出見込 当初予算 差引

13,974,800円 7,000,000円 6,974,800円

6,975

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

公共下水道事業は、公共用水域の水質保全、快適な居住環境の確保を目的としていま
す。

補正予算
の内容

消費税及び地方消費税 6,975

事業名
一般管理費

事業費 6,975千円
(消費税及び地方消費税)

補正予算
の概要

前年度消費税及び地方消費税確定申告に基づき、不足額を増額補正するものです。

前年度消費税及び地方消費税確定申告に基づき、不足額を増額補正するも
のです。

予算事業概要書

下水道事業特別会計 担当 上下水道課庶務係

平成30年度補正予算 予算科目 1事業費 1事業費 1管理費
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